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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．経常損益及び中間（当期）純損益並びに１株当たり中間（当期）純損益における△は損失を示しておりま

す。 

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期 

会計期間 

自平成15年 
７月１日 
至平成15年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成15年 
７月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

売上高（千円） 1,952,117 1,930,459 1,933,365 3,604,515 3,669,975 

経常損益（千円） 184,961 △74,441 307,917 568,127 △5,131 

中間（当期）純損益（千円） 104,441 △84,525 240,695 312,441 △99,803 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 639,307 639,307 639,307 639,307 639,307 

発行済株式総数（株） 6,140,850 6,140,850 6,140,850 6,140,850 6,140,850 

純資産額（千円） 2,525,381 2,550,826 2,858,880 2,775,786 2,595,269 

総資産額（千円） 3,977,303 4,020,571 4,060,145 4,593,257 3,889,040 

１株当たり純資産額（円） 445.48 450.65 505.08 490.30 457.62 

１株当たり中間(当期)純損益 

（円） 
18.32 △14.93 42.52 50.57 △18.51 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額 

（円） 
－ － － 12.50 10.00 

自己資本比率（％） 63.5 63.4 70.4 60.4 66.7 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△42,884 △200,497 93,669 39,723 △1,694 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△110,287 14,873 303,127 △303,592 10,003 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
202,082 74,795 △146,695 205,686 △151,184 

現金及び現金同等物の中間期

末(期末)残高（千円） 
658,727 440,807 658,862 551,636 408,761 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

72 

[4]

74 

[4]

77 

[4]

74 

[3]

78 

[2]



２【事業の内容】 

当中間会計期間において当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当社は関係会社がありませんので、該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）従業員は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年12月31日現在

従業員数（人） 77[4]  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、堅調な内需と輸出の回復により景気のすそ野の広がりを見せています

が、業況の先行きについては製造業、非製造業とも慎重な見方が強い状況にあります。 

 焼肉業界につきましては、米国産牛肉の輸入禁止措置がとられていましたが、平成17年12月に条件付ながら輸入

解禁となりました。しかし、わずか1ヵ月後の平成18年1月に再び輸入禁止となってしまいました。業界に明るさが

見えていた矢先でありましたので、またしばらくの間は、厳しい経営環境が続くものと思われます。 

 このような状況下におきまして、当社は、引き続き無煙ロースターの販売だけでなく空調システム、脱臭システ

ム等の販売に取り組んでまいりました。 

 その結果、売上高は1,933百万円（前年同期比0.2％増）となりました。利益につきましては、売上利益率の高い

製品売上が増加したため、営業利益は121百万円（前年同期比806.8％増）と大幅に増加いたしました。また、経常

損益は、有価証券売却益（84百万円）と有価証券評価益（90百万円）を計上したために、経常利益307百万円（前

年同期は74百万円の損失）となりました。 

 その結果、中間純利益は、240百万円（前年同期は84百万円の損失）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物は、前事業年度に比べ250百万円増加し当中間期末残高は、658百万

円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況、それらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、93百万円の増加となりました。 

 その主な要因は、税引前中間純利益が303百万円であったこと、売上債権の減少85百万円があったこと等による

ものであります。 

 一方、有価証券評価益90百万円、有価証券売却益84百万円等によって、資金は減少しました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、303百万円の増加となりました。 

 その主な要因は、有価証券の売却による収入348百万円があったこと等によるものであります。 

 一方、有価証券の取得による支出74百万円等によって資金は減少しました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、146百万円の減少となりました。 

 その主な要因は、短期借入金により380百万円の収入があったものの短期借入金の返済427百万円、配当金の支払

い56百万円があったこと等によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 金額（千円） 前年同期比（％） 

製品 576,709 117.7 

据付工事 415,880 114.8 

その他内装工事 425,356 62.3 

合計 1,417,946 92.4 

品目 受注高（千円） 
前年同期比 
（％) 

受注残高（千円） 
前年同期比 
（％） 

製品 571,160 123.0 12,706 38.1 

部材品 299,294 104.7 4,493 26.8 

据付工事 421,310 126.1 13,380 54.5 

その他内装工事 406,862 56.3 － － 

商品 213,204 172.1 463 4.7 

合計 1,911,834 99.0 31,043 24.4 

品目 金額（千円） 前年同期比（％） 

製品 577,352 117.9 

部材品 301,355 107.6 

据付工事 415,880 114.8 

その他内装工事 425,356 62.3 

商品 213,421 184.8 

合計 1,933,365 100.2 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、“お客様の立場で、高付加価値・省エネ・省力化の、使い易く、安全性の高い、高品質な製品を開発し、

迅速な納期で、お客様に満足いただける製品を提供する”ことを品質方針として掲げています。開発活動もこの主旨

に従って進めています。 

 一昨年、ISO 9001 を2000年版へ更新し、“顧客重視”等の8つの品質マネジメントの原則を業務に活用していま

す。 

 当中間期は、「製品改革会議」に基づき、より安全性を重視し、お手入れを楽にしたロースターを開発いたしまし

た。 

 また、“環境浄化指向企業”として、焼肉店・焼鳥店や食材調理工場などから排出される臭気問題を解決する『臭

気処理システム』の設計および更なる品質向上に取り組んでまいりました。 

 尚、技術開発部の部員数は７名、当中間会計期間の研究開発費の総額は、28,524千円です。 

当中間会計期間における取り組み成果は、次のとおりです。 

1)「製品改革会議」に基づくロースター・キャビネットの開発 

 →さらに安全性を重視し、取り扱いを容易にしたロースターの開発。 

2)『シートキー』仕様の製品化 

→テーブル天板面にシートキーを取り付け、着火や火加減の操作を楽にしました。 

3)数多くの店舗の要望に対応した“特殊仕様”ロースターの設計・開発 

 →数多くの店舗の要望に応えてきました。 

4)『臭気処理システム』の開発 

 →焼肉店・焼鳥店・スーパーの他に、食品工場の集塵・脱臭に着手しました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記の他、4,805百株自己株式を所有しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 14,775,000 

計 14,775,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年３月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,140,850 6,140,850 ジャスダック証券取引所 － 

計 6,140,850 6,140,850 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年７月１日 

 ～平成17年12月31日 
－ 6,140,850 － 639,307 － 595,887 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ヤマタケ総業㈲ 愛知県愛知郡長久手町喜婦嶽1112番地 15,658 25.50 

㈱カウボーイ 札幌市白石区米里一条３－５－10 3,405 5.54 

山田 武司 愛知県愛知郡長久手町喜婦嶽1112番地 3,243 5.28 

竹田 和平 名古屋市天白区表山２－209 3,000 4.89 

シンポ取引先持株会 名古屋市名東区若葉台110番地 2,036 3.32 

シンポ従業員持株会 名古屋市名東区若葉台110番地 1,890 3.08 

㈱ジャフコ 東京都千代田区丸の内１－８－２ 1,757 2.86 

㈱百五銀行 三重県津市岩田21－27 1,500 2.44 

名古屋中小企業投資育成㈱ 名古屋市中村区名駅南１－16－30 1,500 2.44 

山田 清久 愛知県愛知郡長久手町喜婦嶽1112番地 663 1.08 

計 － 34,654 56.43 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数10個）

含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   480,500 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  5,659,900 56,599 － 

単元未満株式 普通株式     450 － － 

発行済株式総数 6,140,850 － － 

総株主の議決権 － 56,599 － 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

 シンポ㈱ 

愛知県名古屋市名東

区若葉台110番地 
480,500 － 480,500 7.82 

計 － 480,500 － 480,500 7.82 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 439 439 440 515 548 546 

最低（円） 418 410 411 429 472 485 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法

人の中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末 
(平成17年12月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年６月30日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  612,336   830,410   607,305   

２．受取手形 ※３ 89,177   111,559   89,481   

３．売掛金  769,677   607,703   719,314   

４．有価証券  505,182   258,102   357,703   

５．たな卸資産  144,176   167,373   141,913   

６．繰延税金資産  10,191   14,281   10,897   

７．その他  12,997   59,426   13,558   

８．貸倒引当金  △8,700   △3,700   △8,300   

流動資産合計   2,135,039 53.1  2,045,158 50.4  1,931,873 49.7 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物 ※２ 112,839   104,468   108,346   

２．土地 ※２ 461,679   461,679   461,679   

３．その他  100,714   103,667   93,924   

有形固定資産合
計   675,233 16.8  669,815 16.5  663,949 17.1 

(2）無形固定資産   4,636 0.1  4,512 0.1  4,574 0.1 

(3)投資その他の資産           

１．投資有価証券  862,058   1,135,217   1,010,602   

２．繰延税金資産  217,366   82,651   151,953   

３．その他  146,626   134,695   141,340   

４．貸倒引当金  △20,389   △11,905   △15,253   

投資その他の資
産合計   1,205,662 30.0  1,340,659 33.0  1,288,643 33.1 

固定資産合計   1,885,531 46.9  2,014,987 49.6  1,957,167 50.3 

資産合計   4,020,571 100.0  4,060,145 100.0  3,889,040 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末 
(平成17年12月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年６月30日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  73,892   63,438   83,947   

２．短期借入金 ※２ 739,000   510,000   557,000   

３．一年以内償還予
定社債  20,000   60,000   20,000   

４．一年以内返済予
定長期借入金 

  66,720   49,880   66,720   

５．未払金  165,968   147,358   183,365   

６．未払法人税等  5,903   57,002   5,433   

７．賞与引当金  9,700   9,750   9,700   

８．役員賞与引当金  ―   3,000   ―   

９．その他  ※４ 54,310   64,493   62,250   

流動負債合計   1,135,494 28.3  964,923 23.8  988,416 25.4 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  160,000   100,000   150,000   

２．長期借入金  49,880   ―   16,520   

３．退職給付引当金  112,369   124,341   126,835   

４．その他  12,000   12,000   12,000   

固定負債合計   334,249 8.3  236,341 5.8  305,355 7.9 

負債合計   1,469,744 36.6  1,201,265 29.6  1,293,771 33.3 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   639,307 15.9  639,307 15.7  639,307 16.4 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  595,887   595,887   595,887   

資本剰余金合計   595,887 14.8  595,887 14.7  595,887 15.3 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  159,826   159,826   159,826   

２．任意積立金  1,400,000   1,250,000   1,400,000   

３．中間未処分利益
又は中間(当期)
未処理損失(△) 

 △30,389   283,425   △45,667   

利益剰余金合計   1,529,437 38.0  1,693,252 41.7  1,514,159 38.9 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金   △25,780 △0.6  118,495 2.9  33,976 0.9 

Ⅴ 自己株式   △188,025 △4.7  △188,062 △4.6  △188,062 △4.8 

資本合計   2,550,826 63.4  2,858,880 70.4  2,595,269 66.7 

負債資本合計   4,020,571 100.0  4,060,145 100.0  3,889,040 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   1,930,459 100.0  1,933,365 100.0  3,669,975 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,364,371 70.7  1,287,370 66.6  2,473,558 67.4 

売上総利益   566,087 29.3  645,995 33.4  1,196,416 32.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   552,737 28.6  524,938 27.2  1,091,517 29.7 

営業利益   13,350 0.7  121,057 6.3  104,899 2.9 

Ⅳ 営業外収益 ※１  24,433 1.2  191,032 9.9  31,146 0.8 

Ⅴ 営業外費用 ※２  112,225 5.8  4,171 0.2  141,178 3.7 

経常利益又は経常
損失（△）   △74,441 △3.9  307,917 15.9  △5,131 △0.1 

Ⅵ 特別利益 ※３  5,300 0.3  7,948 0.4  8,752 0.2 

Ⅶ 特別損失 ※４  ― ―  12,821 0.7  34,213 0.9 

税引前中間純利益
又は税引前中間
（当期）純損失
（△） 

  △69,141 △3.6  303,044 15.7  △30,593 △0.8 

法人税、住民税及
び事業税  3,900   54,200   6,800   

法人税等調整額  11,483 15,383 0.8 8,149 62,349 3.2 62,409 69,209 1.9 

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△） 

  △84,525 △4.4  240,695 12.4  △99,803 △2.7 

前期繰越利益   54,135   42,730   54,135  

中間未処分利益又
は中間（当期）未
処理損失（△） 

  △30,389   283,425   △45,667  

           



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間純利益又
は税引前中間（当
期）純損失（△） 

 △69,141 303,044 △30,593 

減価償却費  12,870 11,128 26,386 

貸倒引当金の増減額  △2,826 △7,948 △8,362 

賞与引当金の増減額  300 50 300 

退職給付引当金の増
減額 

 8,370 △2,493 22,836 

役員賞与引当金の増
減額  

 ― 3,000 ― 

受取利息及び受取配
当金 

 △10,202 △6,556 △14,514 

投資事業組合損益  △5,123 7,557 2,332 

支払利息  4,961 3,446 9,394 

社債利息  736 646 1,427 

有価証券評価損益  105,884 △90,107 127,380 

投資有価証券評価損  ― 7,660 ― 

固定資産除売却損  ― 21 ― 

有価証券売却益  △8,042 △84,302 △14,711 

投資有価証券売却益  ― ― △3,052 

投資有価証券売却損  ― 5,140 34,213 

売上債権の増減額  297,801 85,924 352,464 

たな卸資産の増減額  △2,176 △25,459 85 

仕入債務の増減額  △8,546 △20,508 1,508 

未払消費税等の増減
額 

 △2,067 2,190 128 

役員賞与の支払額  △25,000 △5,000 △25,000 

その他  △231,259 △78,480 △212,702 

小計  66,536 93,836 269,522 

利息及び配当金の受
取額 

 10,202 6,556 14,514 

利息の支払額  △5,697 △4,092 △10,822 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

法人税等の支払額  △271,538 △2,631 △274,908 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △200,497 93,669 △1,694 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 △108,983 △124,001 △198,543 

定期預金の払戻によ
る収入 

 135,979 150,996 198,523 

有価証券の取得によ
る支出 

 △17,957 △74,233 △53,330 

有価証券の売却によ
る収入 

 102,950 348,245 270,975 

有形固定資産の取得
による支出 

 △2,679 △16,964 △4,849 

有形固定資産の売却
による収入 

 ― 10 ― 

投資有価証券の取得
による支出 

 △101,274 △26,629 △355,565 

投資有価証券の売却
による収入 

 ― 24,660 127,268 

投資事業組合の分配
金による収入 

 14,850 14,400 28,250 

貸付けによる支出  △7,000 △6,100 △13,500 

貸付金の回収による
収入 

 7,000 6,100 13,500 

その他の増減  △8,010 6,644 △2,724 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 14,873 303,127 10,003 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入れによる収
入 

 870,000 380,000 1,220,000 

短期借入金の返済に
よる支出 

 △681,000 △427,000 △1,213,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △33,360 △33,360 △66,720 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

社債償還による支出  △10,000 △10,000 △20,000 

自己株式の取得によ
る支出 

 △385 ― △422 

配当金の支払額  △70,459 △56,335 △71,041 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 74,795 △146,695 △151,184 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

 △110,828 250,100 △142,874 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 551,636 408,761 551,636 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

 440,807 658,862 408,761 

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。） 

(1）有価証券 

売買目的有価証券 

同左 

(1）有価証券 

売買目的有価証券 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定しており

ます。） 

 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

製品、仕掛品 

総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

(2）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

 商品、原材料 

移動平均法による原価法 

商品、原材料 

同左 

商品、原材料 

同左 

 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 償却方法は定率法によってお

り、耐用年数、残存価額につい

ては法人税法に定める基準と同

一の基準を採用しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

市場販売目的 

見込販売数量に基づく償却

額と見込み有効期間（３

年）に基づく均等配分額を

比較し、いずれか多い額を

償却する方法を採用してお

ります。 

(2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

市場販売目的 

同左 

(2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

  市場販売目的 

同左 

 自社利用 

見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用して

おります。 

 自社利用 

同左  

 自社利用 

同左  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率等により、貸倒懸念

債権等、特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額基準により計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

   

─────  

(4) 役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支給に備

えるため、役員賞与支給見込額

のうち当中間会計期間に負担す

べき額を計上しております。  

  

─────  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資を資金

として計上しております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

  

────── 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委員

会 企業会計基準第４号 平成17年11

月29日）を適用しております。これに

より、従来、株主総会決議時に未処分

利益の減少として会計処理していた役

員賞与を、当中間会計期間から発生時

に費用処理しております。この結果、

従来の方法に比べ、販売費及び一般管

理費の役員賞与引当金繰入額が3,000

千円増加し、営業利益、経常利益、税

引前中間純利益が3,000千円減少して

おります。 

  

  

────── 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計基準委員会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号）を適用し

ております。これによる損益に与える

影響はありません。 

  



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

（貸借対照表） 

 前事業年度まで、投資事業有限責任組合への出資持分

（当中間会計期間87,058千円）は、出資金として表示し

ておりましたが、「証券取引法等の一部を改正する法

律」（平成16年６月９日法律第97号 施行日平成16年12

月１日）に基づき、当中間会計期間より、投資有価証券

に含めて表示しております。 

 

        ────── 

  

  

  

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に交付され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が1,924千円増加し、営業利益、経

常損失及び税引前中間純損失が、

1,924千円減少しております。 

      ─────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

─────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年12月31日） 
当中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前事業年度末 
（平成17年６月30日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

       665,317千円               689,231千円               678,771千円 

※２．担保資産 

(1)担保提供資産 

   

建物 

土地 

計 

77,443千円 

460,829 

538,272 

      71,644千円 

       460,829 

       532,473 

      74,413千円 

       460,829 

       535,242 

(2)上記に対応する債務    

短期借入金       450,000千円        440,000千円       440,000千円 

※３．中間会計期間末日（期

末日）満期手形の処理 

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理は手形交換日をもって決済

処理をしております。従って、当

中間会計期間末日は金融機関の休

日のため、中間会計期間末日満期

手形が以下の科目の中間会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形………2,697千円 

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理は手形交換日をもって決済

処理をしております。従って、当

中間会計期間末日は金融機関の休

日のため、中間会計期間末日満期

手形が以下の科目の中間会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形………6,848千円 

――― 

※４．消費税等の取扱い   仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。  

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。  

――― 



（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※１．営業外収益のうち主要

なもの 

   

受取利息      2,355千円           1,425千円         4,325千円 

受取配当金 7,846 5,130 10,188 

有価証券売却益 8,042 84,302 14,711 

有価証券評価益 ― 90,107 ― 

投資事業組合利益 ― 7,557 ― 

※２．営業外費用のうち主要

なもの 

   

支払利息      4,961千円           3,446千円           9,394千円 

社債利息 736 646 1,427 

投資事業組合損失 ― ― 2,332 

有価証券評価損 105,884 ― 127,380 

※３．特別利益のうち主要な

もの 

   

貸倒引当金戻入益  5,300千円       7,948千円 5,700千円 

投資有価証券売却益 ― ― 3,052 

※４．特別損失のうち主要な

もの 

   

投資有価証券評価損 ─ 7,660千円 ― 

投資有価証券売却損 ― 5,140 34,213 

固定資産売却損 ― 21 ― 

 ５．減価償却実施額    

有形固定資産       12,808千円             11,066千円             26,262千円 

無形固定資産 61 61 123 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） （平成17年６月30日現在） 

現金及び預金勘

定 
 612,336千円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△171,528 

現金及び現金同

等物 
440,807 

  

現金及び預金勘

定 
  830,410千円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△171,548 

現金及び現金同

等物 
658,862 

  

現金及び預金勘

定 
  607,305千円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△198,543 

現金及び現金同

等物 
408,761 

  



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形
固定
資産 
(その
他) 

18,368 10,036 8,331 

無形
固定
資産 

13,440 11,200 2,240 

計 31,808 21,236 10,571 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価
償却
累計
額相
当額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形
固定
資産 
(その
他) 

11,520 8,000 3,520 

無形
固定
資産 

15,197 785 14,411 

計 26,717 8,785 17,931 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形
固定
資産 
(その
他) 

14,787 8,833 5,954 

無形
固定
資産 

13,440 12,544 896 

計 28,227 21,377 6,850 

 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

（注）    同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

 １年内      6,731千円

１年超 3,840 

計 10,571 

１年内      6,731千円

１年超 11,199 

計 17,931 

１年内      4,930千円

１年超 1,920 

計 6,850 

 （注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

（注）    同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

 (3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

 支払リース料      4,357千円

減価償却費相

当額 
     4,357千円

支払リース料       3,796千円

減価償却費相

当額 
      3,796千円

支払リース料        8,079千円

減価償却費相

当額 
     8,079千円

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間）（平成16年12月31日現在） 

１．時価のある有価証券 

満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

子会社株式及び関連会社株式 

 該当事項はありません。 

その他有価証券 

２．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く） 

区分 

前中間会計期間末 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 361,231 301,639 △59,591 

債券 ― ― ― 

その他 393,029 409,218 16,189 

合計 754,260 710,858 △43,402 

区分 
前中間会計期間末 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 146,200 

債券 5,000 

合計 151,200 



（当中間会計期間）（平成17年12月31日現在） 

１．時価のある有価証券 

満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

子会社株式及び関連会社株式 

 該当事項はありません。 

その他有価証券 

２．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く） 

区分 

当中間会計期間末 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 237,922 266,913 28,990 

債券 100,000 95,310 △4,690 

その他 444,267 619,453 175,186 

合計 782,190 981,677 199,486 

区分 
当中間会計期間末 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 148,540 

債券 5,000 

合計 153,540 



（前事業年度）（平成17年６月30日現在） 

１．時価のある有価証券 

満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

子会社株式及び関連会社株式 

 該当事項はありません。 

その他有価証券 

２．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く） 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間会計期間）（自平成16年７月１日 至平成16年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（当中間会計期間）（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（前事業年度）（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

（前中間会計期間）（自平成16年７月１日 至平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

（当中間会計期間）（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

（前事業年度）（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。 

区分 

前事業年度 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 251,091 251,598 507 

債券 100,000 93,580 △6,420 

その他 451,109 514,223 63,113 

合計 802,201 859,401 57,200 

区分 
前事業年度 

貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 146,200 

債券 5,000 

合計 151,200 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１株当たり純資産額    450円65銭       505円08銭       457円62銭 

１株当たり中間純利益

又は中間（当期）純損

失（△） 

  △14円93銭     42円52銭    △18円51銭 

  なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式がないため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式がないため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため

記載しておりません。 

  

  

  

  

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日)

中間純利益又は中間（当期）純損失

（△）（千円） 
△84,525 240,695 △99,803 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 5,000 

（うち利益処分による役員賞与金 

（千円）） 
(―) (―) (5,000) 

普通株式に係る中間純利益又は中間

（当期）純損失（△）（千円） 
△84,525 240,695 △104,803 

期中平均株式数（千株） 5,660 5,660 5,660 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第35期）（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月28日東海財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年３月２９日

シ ン ポ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシンポ株式会社の平

成16年７月１日から平成17年６月30日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）に係る

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、シンポ

株式会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年7月１日から平成16年12月31日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 稲 越 千 束 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田 光 明 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年３月２９日

シ ン ポ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシンポ株式会社の平

成17年７月１日から平成18年６月30日までの第36期事業年度の中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）に係る

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、シンポ

株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 稲 越 千 束 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田 光 明 
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